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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　製品の製造計画に基づく各製造プロセスで発生する製造実績を管理する情報管理システ
ムであって、
　入力される製品の製造計画に応じた複数の前記製造プロセス毎に生成され、前記製造プ
ロセスにおける前記製造計画の計画情報及び製造実績データを蓄積する領域であるデータ
モデルを記憶する記憶部と、
　前記各製造プロセスに関連するデータソースから前記各製造実績データを構成する各種
データを収集する情報収集部と、
　前記各製造実績データを該当する前記データモデルそれぞれに格納する製造管理部と、
を含み、
　前記製造管理部は、
　前記製造プロセスにおける実績の事実とそのときの状態に対応付けて前記各種データを
整理するためのデータ構造定義テンプレートに従い、前記製造プロセスの前記計画情報と
前記計画情報に対応する実績値である前記各種データとを該当のデータモデルに構造化し
て蓄積することで、前記製造実績データを生成するとともに、
　前記データ構造定義テンプレートを用いて整理された前記製造実績データの時間変動を
記録するように該当する前記データモデルに前記製造実績データを格納することを特徴と
する情報管理システム。
【請求項２】
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　前記情報収集部は、前記製造プロセスに基づく製造過程において検出される時系列のセ
ンサ値群を、前記データモデルに格納される前記製造実績データと関連付けて前記記憶部
に記憶することを特徴とする請求項１に記載の情報管理システム。
【請求項３】
　前記データモデルそれぞれに格納される前記製造実績データは、前記データソースから
収集された製品の固体識別情報と製造実績に関連する時間情報とを含んでいることを特徴
とする請求項１又は２に記載の情報管理システム。
【請求項４】
　前記データモデルは、前記製造プロセスに対応する製造実績モデルを含んでおり、
　前記情報収集部は、前記製造プロセスに基づく製造過程において検出される時系列のセ
ンサ値群を、前記製造実績モデルに格納される前記製造実績データと関連付けて前記記憶
部に記憶し、
　前記製造管理部は、前記製造プロセスで製造される複数の製品それぞれを識別するため
の製造シリアルＩＤと紐付けて前記製造実績データを格納し、
　所定のシステム又は製品自体から取得される製品の使われ方に関連する情報に基づいて
特定された製品の製造シリアルＩＤを用いて、前記製造プロセスにおける前記センサ値群
を抽出し、抽出された前記センサ値群を抽出パターンとして所定の類似性を有する他の製
造シリアルＩＤを有する製品を抽出する分析制御部をさらに含むことを特徴とする請求項
１に記載の情報管理システム。
【請求項５】
　前記製造管理部は、前記データモデルに格納される前記製造計画の計画情報及び前記製
造実績データを、所定の品質管理ルールに基づく製造プロセスの工程特性要因と対応付け
を行い、前記データモデルに格納される情報を前記工程特性要因に基づく品質管理の視点
と紐付けることを特徴とする請求項１から４のいずれか１つに記載の情報管理システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、製造プロセス及び市場におけるフィールド・製品利用プロセスを
管理する情報プラットフォーム技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、複数のデータソースから情報を収集し、収集された情報を分析してフィード
バックする技術がある。例えば、製造管理分野において、製品の製造プロセスを監視し、
製造現場から収集される各種情報を分析して、製品の品質向上に役立てることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－９１８８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　「事実とそのときの状態、状況」の視点から、製造ライフサイクル全体を写像的に把握
・分析することができる情報管理システムを提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　実施形態の情報管理システムは、各製造プロセスで発生する製造実績を管理する。情報
管理システムは、製品の製造計画に基づいて生成され、前記製造プロセスの製造実績デー
タを蓄積する領域であるデータモデルを記憶する記憶部と、前記製造プロセスに関連する
データソースから前記製造実績データを構成する各種データを収集する情報収集部と、前
記製造実績データを該当する前記データモデルに格納する製造管理部と、を含む。前記製
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造管理部は、前記製造プロセスにおける実績の事実とそのときの状態に対応付けて前記各
種データを整理するためのデータ構造定義テンプレートに従い、前記各種データを用いて
前記製造実績データを生成するとともに、前記データ構造定義テンプレートを用いて整理
された前記製造実績データの時間変動を記録するように該当する前記データモデルに前記
製造実績データを格納することを特徴とする。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】第１実施形態の情報管理システムの概念図である。
【図２】第１実施形態の情報管理システムのシステム概要図である。
【図３】第１実施形態のデータモデルに蓄積されるデータ構造定義で整理された実績レコ
ードの一例を示す図である。
【図４】第１実施形態の情報管理システムのネットワーク構成及び機能ブロックを示す図
である。
【図５】第１実施形態の製造計画から製造・稼働実績等を経て製造シリアルＢＯＭ（Ｂｉ
ｌｌ　ｏｆ　ｍａｔｅｒｉａｌｓ）が生成される一例を示す図である。
【図６】第１実施形態の製造・稼働実績データ、製造レシピ実績データ、製造品質検査デ
ータ、及び調達実績データの一例を示す図である。
【図７】第１実施形態の製造レシピ実績データとセンサ情報（センサ値ＤＢ）との関係を
示す図である。
【図８】第１実施形態の設備管理実績データの一例を示す図である。
【図９】第１実施形態の保守管理実績データ及び製品利用実績データ（イベント・アラー
ト履歴）の一例を示す図である。
【図１０】第１実施形態の製造計画から製品の製造管理及び市場でのフィールド・製品利
用管理までの情報管理フローを示す図である。
【図１１】第１実施形態の「使われ方」に対する「作られ方」のトレース機能を説明する
ための図である。
【図１２】第１実施形態の「使われ方」と「作られ方」を組み合わせたトレース機能を説
明するための図である。
【図１３】第１実施形態の「使われ方」に関する分析機能を説明するための図である。
【図１４】第１実施形態の情報管理システムにおいて、複数の情報管理装置で個別に管理
される実績モデルをリンクさせたシステム構成例を説明するための図である。
【図１５】図１４に示した部品メーカーの実績データ管理（構成品の製造・稼働実績デー
タ、製造レシピ実績データ及び製造品質検査データ）の一例を示す図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　以下、実施形態につき、図面を参照して説明する。
【０００８】
（第１実施形態）
　図１は、第１実施形態に係る情報管理システムの概念図である。本実施形態の情報管理
システムは、製品の企画、設計、生産（製造）、運転、利用、保守の製品ライフサイクル
全体を統合し、製造現場から製造オーダーの製造マネジメントをリアルタイムで統合する
。つまり、製品ライフサイクルを横軸とし、製造マネジメントを縦軸として製造現場を中
心に交差する「ものづくり」情報プラットフォームを実現する。
【０００９】
　「ものづくり」情報プラットフォームを実現するにあたり、本実施形態の情報管理シス
テムは、製品ライフサイクル全体を、製造計画エリア、製造実績エリア、及びフィールド
・製品利用エリア（製品の利用状態（使われ方）を示す情報やその環境情報等を含む）の
３つに区分けし、各エリアでデータソースから各種情報を収集する（情報蓄積）。
【００１０】
　なお、製造計画エリアは、データ種別としては、「ビジネスデータ」である。「ビジネ
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スデータ」とは、製品の製造を行う前の製造計画や製造パラメータ等の計画・基準情報で
ある。また、製造実績エリアとフィールド・製品利用エリアは、データ種別として「ファ
クトデータ」である。「ファクトデータ」は、製造プロセスの事実・実績情報やフィール
ド・製品利用プロセスの事実・実績情報である。なお、フィールド・製品利用プロセスと
は、製造販売された製品の運用保守サービス（フィールドサービス）と、製品の利用状態
や製品が利用される環境情報などを収集して監視する監視サービスと、を含む。
【００１１】
　図２は、本実施形態に係る情報管理システムのシステム概要図である。図２に示すよう
に、本実施形態の情報管理システムは、製造計画エリア、製造実績エリア、及びフィール
ド・製品利用エリアの３つのエリア毎に、各データソースから収集される各種情報の蓄積
場所として、複数のデータモデルを設定する。データモデルとは、情報の蓄積領域である
。
【００１２】
　製造計画エリアでは、例えば、設計Ｐ／Ｎ、設計ＢＯＭ、生産計画、生産ライン／ピッ
ト、生産工場、装置／機器、製造ＢＯＭ、製造Ｐ／Ｎなどの各種モデルが設定される。こ
こで、説明の簡略化のために、製造計画エリアでは、製造計画モデルが設定されているこ
とを一例に説明する。
【００１３】
　また、製造実績エリアでは、例えば、製造・稼働モデル、製造レシピモデル、製造品質
検査モデル、設備管理モデル、調達実績モデルが設定されている。また、製造実績エリア
では、製造現場の設備機器やセンサ機器のセンサ値を蓄積するセンサ値管理領域も確保さ
れている。製造実績エリア内のデータモデルは、製造計画に基づいて関連付けされている
。フィールド・製品利用エリアでは、例えば、製造販売された製品の運用保守や製品の利
用状態や製品が利用される環境情報などの製品利用状態に対応して、保守管理モデルと製
品利用モデルとが設定されている。このようにデータの性質に応じて複数のモデルが構築
される。
【００１４】
　そして、各エリアにおいてデータソースから収集される各種情報の中から各データモデ
ルに該当する情報を抽出し、蓄積する。ここで、データモデルに該当する情報を抽出する
際、本実施形態では、製品ライフサイクル全体で複数のデータソースから収集される情報
を「主体物（Who）」、「対象物（Whome）」、「事象（What）」、「時間（When）」、「
場所（Where）」、「状況（How）」（５Ｗ１Ｈ）から構成されるデータ構造定義を用いて
抽出（選別）し、各データモデルに構造化して蓄積する。尚、本実施形態では、製品や設
備に不具合が生じた場合の情報を蓄積する「原因（Why）」もデータ構造定義に含む構成
（６Ｗ１Ｈ）として説明する。
【００１５】
　例えば、図３は、データソースから収集された事実・実績データを、データ構造定義に
関連付けをして整理し、製造・稼働モデルとして蓄積した例を示している。データ構造定
義は、データソースの主体を「主体物」として、「主体物」がどの対象物に対して何をし
たのか（「事象」）を整理し、蓄積するためのテンプレートである。情報管理システムは
、例えば、ＭＥＳ（Manufacturing Execution System）介してデータソースである設備１
から情報を収集する。設備１は、製造計画に基づく製造プロセスで稼働しており、稼働実
績がリアルタイムで情報管理システムに収集される。このとき、設備２における製造プロ
セスで行われた事実とそのときの状態、状況が、データ構造定義テンプレートを使用して
整理され、図３に示すように、設備２が（主体物）、ある製造品番の製品を対象に（対象
物）、ＰＣ全体組立（事象）を行った実績が生成される。
【００１６】
　そして、データ構造定義に基づいて生成される実績レコードは、時系列にデータモデル
に蓄積される。すなわち、本実施形態では、製造プロセスの実績情報を、データ構造定義
を用いて整理された実績レコード（６Ｗ１Ｈ）の時間変動として記録する。このような構
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造化により、各データモデルにおいて、事実とそのときの状態、状況を写像的に（例えば
、製品の製造状況をあるがままに写して描き出すように）把握することが可能となる。フ
ィールド・製品利用プロセスにおいても同様に、データ構造定義テンプレートを使用して
整理され、例えば、製品Ａにおけるフィールド・製品利用プロセスで行われた事実とその
ときの状態、状況が蓄積される。製造プロセスの各実績情報、フィールド・製品利用プロ
セスの各実績情報は、実績値（データ）に限らず、画像や動画でもよいが、本実施形態で
は、実績情報が実績値（データ）である場合を一例に説明する。
【００１７】
　なお、データ構造定義として、６Ｗ１Ｈの項目を規定しているが、生成される実績レコ
ードが、これらすべての項目を含まなくてもよい。例えば、図３の製造・稼働モデルでは
、「原因（Why）」、「状況（How）」項目自体を含まない実績レコードとして生成するこ
とができる。また、すべての項目を含むように実績レコードを生成しておき、データソー
スから収集された情報をその都度該当する項目に埋めていき、ブランクの項目を含む実績
レコードを生成するように構成してもよい。
【００１８】
　本実施形態の情報管理システムは、ものづくり情報プラットフォームに情報の蓄積場所
であるデータモデルを用意し、製造の事実とそのときの状態、状況を現時点から過去にさ
かのぼって写像的に生成するためのデータ構造定義に基づいて、データソースから収集さ
れる情報を整理し、各データモデルに蓄積する。
【００１９】
　このため、複数のデータソースから収集される情報を無条件に蓄積して、後から検索し
て意味のあるレコードに編集するのではなく、初めから情報の蓄積と同時に「事実とその
ときの状態、状況」を把握することができる。
【００２０】
　さらに、各データモデルの実績レコードは、製品（構成品）を一意に識別するための固
体識別情報と時間情報を少なくとも含んでおり、固体識別情報及び時間情報をキーに複数
のデータモデル間が紐付いているので、例えば、製造ライフサイクル全体、すなわち、異
なる製品でも同じ製造プロセスを経たり、異なる製品でも同じ構成品を含む製品を、トレ
ース（追跡）することができる。この点において、従来は、データソースから収集される
情報を、１つの製品に紐付けて、製造プロセスやイベント毎に１つの製品に付加情報とし
て連結（リンク）させているに過ぎなかった。このため、従来は、その製品に対する事実
とそのときの状態、状況を写像的に把握することできず、例えば、異なる製品間をトレー
スすることが難しかった。本実施形態では、製造プロセスの「状態、状況」の視点を用い
て、製造現場の写像的な観点から製造ライフサイクル全体を把握・分析することができる
。
【００２１】
　図４は、第１実施形態に係る情報管理システムのネットワーク構成及び機能ブロックを
示す図である。
【００２２】
　本実施形態の情報管理装置１００は、製品（製品を構成する部品を含む）の製造設備機
器及び製造現場のセンサ機器とネットワークを介して接続されている。なお、製造設備機
器は、製造プロセスで必要な情報を収集するための各種のセンサ機器を備えている。これ
らの機器は、図１のデータソースに該当する。また、情報管理装置１００は、所定のフィ
ールドサービスシステムや監視システムとネットワークを介して接続される。製造現場や
製品の運用・運転場所は、国内限らず海外を含む国内外であってもよい。
【００２３】
　情報管理装置１００は、通信装置１１０、制御装置１２０及び記憶装置１３０を含んで
構成されている。情報管理装置１００は、１つ又は複数のコンピュータ装置で構成するこ
とができ、分散型のシステム構成であってもよい。記憶装置１３０には、上述したデータ
モデルを蓄積する場所（記憶領域）として、製造・稼働モデルＤＢ１３１、製造シリアル



(6) JP 6921904 B2 2021.8.18

10

20

30

40

50

ＢＯＭのＤＢ１３２、製造レシピモデルＤＢ１３３、製造品質検査モデル１３４、調達実
績モデルＤＢ１３５、設備管理モデルＤＢ１３６、保守管理モデルＤＢ１３７、製品利用
モデル１３８、及びセンサ値ＤＢ１３９が設けられている。なお、各データモデルは、製
造計画やフィールド・製品利用プロセス（フィールドサービスや監視システムから取得さ
れる製品の使われ方）に応じて動的に生成してもよく、また、予め生成しておいてもよい
。
【００２４】
　制御装置１２０は、情報管理システム全体の制御を司り、製造管理部１２１、情報収集
部１２２、分析制御部１２３及びトレーサビリティ制御部１２４を含んで構成されている
。
【００２５】
　製品は、図１に示すように、製品の企画及び設計を経て、製造計画が立案される。製造
計画では、主に、製品を製造する各製造プロセス、製品を構成する構成品、各製造プロセ
スで使用する設備機器、設備機器での製造パラメータ（製造レシピ）が決定される。
【００２６】
　製造管理部１２１は、製品の企画及び設計、製造計画の各情報を管理すると共に、製造
現場が保有している製造設備（製造ライン）などの資源情報を管理している。製造現場の
各資源は、場所及び設備（又は製造ライン）毎に割り当てられる設備シリアルＩＤを含む
マスタ情報を用いて管理することができる。
【００２７】
　製造計画は、製品が作られるまでの仕様書であり、製造計画に対して製造設備などの資
源情報を割り当てることで、「どこのどの設備で」、「何を対象に」、「どのように何を
するのか」を決定することができる。そして、受注オーダーに基づいて、「いつから」各
製造プロセスを開始するのかが最適化されて、製造現場での製造プロセスが開始される。
【００２８】
　図５は、ＰＣ全体の組立工程に関する製造計画及び製造シリアルＢＯＭの一例を示して
いる。図５の例において、ノートＰＣの組立工程は、主に、本体組立工程とディスプレイ
組立工程とを含み、本体組立工程は、さらに基板組立工程を含んでいる。各工程には、構
成品（部品）が階層構造で紐付けられている。
【００２９】
　このような製造計画に対して、実際の製造実績や設備機器の稼働実績が蓄積される。図
６は、製造実績モデルに蓄積される実績レコードの一例を示す図である。図６の上段は、
製造・稼働実績データの一例を示している。
【００３０】
　ここで、計画と実績との関係について説明する。製造・稼働実績データにおいて、設備
機器から収集及び蓄積される情報は、「対象物」及び「時間」であり、それ以外の「主体
物」、「事象」、「場所」は、製造計画において予め生成された情報である。つまり、設
備１における製造プロセスとして、設備１（主体物）がマザーボードの基板組立（事象）
を、第１ラインの第３ステーション（場所）で「２０１６年９月２日１０：３０」（時間
）に開始する製造・稼働に関する製造計画が予め生成され、この計画に対して実績値であ
る「対象物」及び「時間」が、実績レコードとして蓄積されることになる。また、設備２
における製造プロセスとして、設備２（主体物）がノードＰＣの全体組立（事象）を、第
１ラインの第１ステーション（場所）で「２０１６年９月２日１２：３０」（時間）に開
始する製造・稼働に関する製造計画が予め生成される。
【００３１】
　すなわち、製造品番（Ａ―００１）、シリアルＩＤ（１２３４５）のノートＰＣの製造
に関して、図６の製造・稼働実績データに示す「対象物」が、設備１によって（主体物）
、計画通りに２０１６年９月２日１０：３０に構成品品番（Ｄ－００１）、シリアルＩＤ
（３１２３５）のマザーボードを製造し、構成品品番（Ｅ―００１）、シリアルＩＤ（４
１２３４）のＣＰＵ実装と、構成品品番（Ｆ－００１）、シリアルＩＤ（４１２３５）の
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メモリ実装と、が完了した情報が保存される。さらに、設備２によって（主体物）、計画
通りに２０１６年９月２日１２：３０に製造品番（Ａ―００１）、シリアルＩＤ（１２３
４５）のノートＰＣを製造し、構成品品番（Ｂ－００１）、シリアルＩＤ（２１２３４）
の本体ケースと、構成品品番（Ｉ－００１）、シリアルＩＤ（２１２３５）のディスプレ
イとの組立が完了した情報が保存される。このように、製造計画の際に立案された情報を
活用して、「６Ｗ１Ｈ」に基づくデータ構造定義によるデータ整理及び蓄積を行うことが
できる。なお、上述のように、製造プロセスの実績情報を、データ構造定義を用いて整理
された実績レコード（６Ｗ１Ｈ）の時間変動として記録できればよく、データ整理及び蓄
積の手法は任意である。
【００３２】
　実績値である「対象物」には、製造品番とシリアルＩＤ（固体識別情報）とを含む識別
情報が蓄積される。製造品番とは、図５の例で説明すると、「ノートＰＣ」であり、デス
クトップＰＣであれば、他の製造品番が割り当てられる。シリアルＩＤは、複数のノート
ＰＣを固有に識別するための固体識別情報であり、ノートＰＣ毎に異なる番号が割り当て
られる。同様に、構成品品番は、構成品に共通の品番であり、構成品のシリアルＩＤは、
構成品毎に異なる固有のＩＤである。
【００３３】
　製造品番とシリアルＩＤ（固体識別情報）とをセットにすることで、製品及び各構成品
を一意に特定することができる。また、シリアルＩＤは、実績値として各実績データに蓄
積されるときに読み取られたり、付与されたりするものである。例えば、ＣＰＵをマザー
ボードに実装する際に、ＣＰＵ毎に予め割り当てられた固有のシリアルＩＤを設備１がバ
ーコードで読み取り、読み取ったシリアルＩＤを製造品番と関連付けて実績データに蓄積
することができる。
【００３４】
　製造・稼働実績データの対象物それぞれの詳細な実績は、図６に示す製造レシピ実績デ
ータに格納されている。製造レシピ実績データにおいて、設備機器から収集及び蓄積され
る情報は、「対象物」、「時間」、及び「状況（製造パラメータ）」の実測値であり、そ
れ以外の「主体物」、「事象」、「場所」は、予め生成された製造計画に準じている。つ
まり、製造計画として、設備１は、基板組立ラインであり、「マザーボードへのＣＰＵ実
装」、「マザーボードへのメモリ実装」の各製造プロセスを、第３ステーションで所定の
時刻に開始し、各実装や組み付けに必要な手法でそれぞれ行うことが規定されている。こ
の製造計画に対して実績値である「対象物」、「時間」、「状況」がデータ構造定義に従
って整理・蓄積されることで、製造レシピ実績データとなる。
【００３５】
　具体的には、図６の製造レシピ実績データに示すように、製造・稼働実績データの対象
物である構成品品番（Ｅ－００１）、シリアルＩＤ（４１２３４）のＣＰＵは、２０１６
年９月２日１０：３０（時間）に流量△△で半田が塗布されてマザーボードに半田付けさ
れて（状況）、構成品品番（Ｄ－００１）、シリアルＩＤ（３１２３５）のマザーボード
に対して実装された実績が格納される。
【００３６】
　製造レシピ実績データにおいて、「状況」には、リアルタイムに検出されるセンサ値が
蓄積される。センサ値は、設備１に設けられたセンサ機器から出力されるセンサ情報や設
備１とは個別に設けられた設備１の状況を把握するためのセンサ機器から出力されるセン
サ情報である。
【００３７】
　センサ情報は、所定の時間間隔で時系列に検出されたセンサ値群を含んで構成される。
製造レシピ実績データの「状況」には、時系列に連続したセンサ値群の平均値や中央値、
又は所定のタイミングで検出された代表値などが用いられ、図７に示すように、センサ値
群の各データは、「ＣＰＵ実装」、「メモリ実装」の各製造プロセスと対応付けてセンサ
値ＤＢ１３９に記憶されている。なお、センサ値ＤＢ１３９に蓄積されるセンサ情報は、
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各製造プロセスで設備機器から出力されるセンサ値や製造や検査で必要なセンサ値を含ん
でおり、時系列の要素を含んでいる。
【００３８】
　図６に戻り、このような製造・稼働実績データの蓄積により、図３に示した製造計画に
対して製品毎の製造シリアルＢＯＭ（Ｂｉｌｌ　ｏｆ　ｍａｔｅｒｉａｌｓ）が生成され
る。製造シリアルＢＯＭは、製品毎に構成品の詳細なシリアルＩＤが階層構造で一意に関
連付けられており、製造シリアルＢＯＭで製品を構成する複数の構成品の家系図が把握で
きる。
【００３９】
　また、製造・稼働実績データは、検査設備１による検査プロセスも含んでいる。すなわ
ち、図６の製造・稼働実績データの対象物である製造品番（Ｄ―００１）、シリアルＩＤ
（３１２３５）のマザーボードのＣＰＵ及びメモリの実装検査である検査設備１における
検査プロセスとして、検査設備１がＣＰＵ及びメモリ実装検査を、第１ラインの検査ステ
ーションで「２０１６年９月２日１１：００」に開始する製造・稼働に関する製造計画が
予め生成され、この計画に対して実績値である「対象物」及び「時間」と、検査結果であ
る「状況」が蓄積されることで、製造・稼働実績データとなる。
【００４０】
　製造品質検査データにおいて、設備機器から収集及び蓄積される情報は、「対象物」、
「時間」、「状況（検査結果）」の実績値であり、それ以外の「主体物」、「事象」、「
場所」は、予め生成された製造計画に準じている。つまり、検査設備１は、検査ラインで
あり、「ＣＰＵ実装検査」、「メモリ実装検査」の各検査プロセスを、検査ステーション
で所定の時刻に開始することが規定されている。この計画に対して実績値である「対象物
」、「時間」、「状況」が蓄積されることで、製造品質検査データとなる。
【００４１】
　具体的には、図６の製造品質検査データに示すように、製造・稼働実績データの対象物
である製造品番（Ｄ－００１）、シリアルＩＤ（３１２３５）に対して実装される構成品
品番（Ｅ－００１）、シリアルＩＤ（４１２３４）のＣＰＵのマザーボードへの実装検査
が２０１６年９月２日１１：００に実施され、その結果、実装確認に問題無しの実績（状
況）に格納される。同様にメモリ取り付けについても実績が格納される。
【００４２】
　また、本実施形態では、製造プロセスで使用される製品の構成品の購入品実績データと
して、図６に示すように調達実績データが格納される。このような調達実績をデータモデ
ルとして蓄積しておくことで、製品を構成する各構成品の製造履歴を把握することができ
る。図６の例では、製造・稼働実績データの対象物である構成品品番（Ｄ－００１）、シ
リアルＩＤ（３１２３５～）のマザーボードを（対象物）、２０１６年８月２５日１０：
００に、調達担当者Ａ（担当者シリアルＩＤ５５５５）が、Ａ社から購入した実績が格納
される。ここで、Ａ社から購入した構成品が、Ａ社のＢ工場で製造されたものであること
も格納することができる。メモリの調達実績データについても同様である。
【００４３】
　図８は、設備管理実績データの一例を示す図であり、設備管理実績データは、設備アラ
ート履歴と設備メンテナンス履歴とを含んで構成されている。設備アラート履歴は、どの
設備機器が、いつ異常が発生し、その異常はなんなのか、異常が発生した結果としてどの
ような措置が取られたかを規定している。設備メンテナンス履歴は、どの作業者が、どの
設備機器に対して、どのようなメンテナンス（部品交換や修理など）をいつ行ったのか、
そのメンテナンスで交換した部品の履歴（シリアルＩＤ）を規定したものである。これら
も「６Ｗ１Ｈ」に基づくデータ構造定義を用いて整理され、実績レコードとして蓄積され
る。
【００４４】
　図９は、保守管理実績データ及び製品利用実績データの一例を示す図である。
【００４５】
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　図９に示すように、保守管理実績データは、運転状況履歴とメンテナンス履歴とを含ん
で構成されている。図１に示すフィールド・製品利用エリアに属しており、製品出荷後の
利用者側の製品保守管理で使用されるデータモデルである。
【００４６】
　運転状況履歴は、製品のモニタリング情報であり、例えば、ＣＰＵ温度センサが、製品
のＣＰＵ温度をいつから監視し、その時の温度はいくつであったかを示すモニタリング結
果である。また、ＣＰＵ温度センサが出力する時系列に連続したセンサ値群は、別途収集
されており、例えば、フィールドサービスシステム側の記憶領域に記憶することができる
。この場合、運転状況履歴は、フィールドサービスシステムと連携し、センサ値群の情報
が紐付くように管理される。また、所定のタイミングでフィールドサービスシステムから
情報管理装置１００に、センサ値群のデータを送信するように構成したり、情報管理装置
１００からフィールドサービスシステムに接続して参照できるように構成したりしてもよ
い。
【００４７】
　メンテナンス履歴は、利用者の製品のメンテナンス履歴である。図８の設備メンテナン
ス履歴と同様に、どの作業者が、どの製品に対して、どのようなメンテナンス（部品交換
や修理など）をいつ行ったのか、そのメンテナンスで交換した部品の履歴（シリアルＩＤ
）を規定したものである。また、なぜメンテナンスを行ったのか、すなわち、故障原因も
蓄積されるように構成されている。これらの保守管理実績データも「６Ｗ１Ｈ」に基づく
データ構造定義を用いて整理され、実績レコードとして蓄積される。
【００４８】
　製品利用実績データは、イベント・アラート履歴を含んで構成されている。図１に示す
フィールド・製品利用エリアに属しており、製品の利用状態や製品が利用される環境情報
などの製品利用状態の管理に使用されるデータモデルである。
【００４９】
　イベント・アラート履歴は、製品の利用状態のモニタリング情報であり、例えば、製品
の動作イベントやサービス機能の状態遷移（イベントログ、サービスログ）と、製品の稼
働状況に対するアラート履歴（温度超過などのセンサ値）とを含む監視結果である。この
ような監視結果は、製品とネットワークを介して接続される監視システムが収集して管理
することができる。図９の例において、「主体物」である製造品番「Ａ－００１」でシリ
アルＩＤが「１２３４５」の製品が、バッテリモードに移行⇒ＨＤＤ冷却ファン作動⇒ス
リープモードへ移行⇒ノーマルモードへ移行⇒ＨＤＤ冷却ファン作動⇒ＨＤＤ冷却ファン
停止の各状態（事象）に時系列に遷移した監視結果を示している。このとき、監視対象で
ある製品の環境情報（温度、湿度などのセンサ検出値）も、時系列に連続したセンサ値群
として収集することができる。
【００５０】
　なお、メンテナンス履歴、イベント・アラート履歴の各情報（データ）は、フィールド
サービスや監視システムで管理される各システムから情報管理装置１００に送信される場
合のみならず、メンテナンス対象、監視対象の製品から直接ネットワークを介して情報管
理装置１００に送信されてもよい。
【００５１】
　図１０は、本実施形態の情報管理システムの製造計画から製品の製造管理、及び出荷後
の市場での製品のフィールド・製品利用の管理までの情報管理フローを示す図である。
【００５２】
　情報管理装置１００は、図５に示すような製品の製造計画が入力され（Ｓ１）、製造・
稼働モデル、製造レシピモデル、製造品質検査モデル、設備管理モデル、調達実績モデル
の各データモデルを生成する（Ｓ２）。そして、製造開始に伴い、データモデル毎に製造
計画に基づく各実績及びセンサ値を蓄積する（Ｓ４～Ｓ８）。このとき、設備機器及びセ
ンサ機器からの情報収集は、情報収集部１２２が行い、製造管理部１２１が収集された情
報を、「６Ｗ１Ｈ」に基づくデータ構造定義を用いて整理し、事実とそのときの状態、状
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況を示す実績レコードの時間変動を記録する。同様に、設備管理モデルにも、設備機器や
センサ機器に対する事実とそのときの状態、状況を示す実績レコードの時間変動が記録さ
れる（Ｓ９）。また、ステップＳ３において、製造開始前に、製品の構成品の調達実績が
入力され調達実績モデルに蓄積される。各データモデルへの情報蓄積は、必要に応じて手
入力であってもよい。
【００５３】
　製造・稼働実績データは、１つの製品が計画されて製造されるまでの全体プロセスが蓄
積され、各製品及び製品を構成する構成品のシリアルＩＤが蓄積されている。製造管理部
１２１は、１つの製品それぞれに対して図５に示した製造計画に対応する製造シリアルＢ
ＯＭを生成し、記憶装置１３０に記憶する（Ｓ１０）。例えば、製造・稼働実績データに
おいて、ノートＰＣの製造シリアルＩＤをキーに各製造プロセスでの構成品のシリアルＩ
Ｄを抽出し、製造計画で階層化された構成品の紐付けに対応させて、抽出した各構成品の
シリアルＩＤをノートＰＣの製造シリアルＩＤに紐付けて、製造シリアルＢＯＭを生成す
ることができる。
【００５４】
　また、図１に示す製造プロセスを経て製造された製品の管理は、利用者側のフィールド
・製品利用管理に移行する。保守管理モデル及び製品利用モデルでは、フィールドサービ
スシステムや監視システムで監視及び収集された各製品のモニタリング情報や稼働状況、
アラート履歴、メンテナンス履歴、イベント・アラート履歴などを取得し、製造管理部１
２１が、製品のフィールド・製造利用管理に対する事実とそのときの状態、状況を示す実
績レコードの時間変動を記録する（Ｓ１１，Ｓ１２）。なお、製品の利用者側の保守管理
モデル及び製品利用モデルは、ステップＳ２において、所定のフィールドサービスや監視
システムに対する「使われ方」モデルとして、予め製造プロセスにおける各データモデル
の生成処理と一緒に生成したり、製造プロセスとは別に、製品が販売された後の任意のタ
イミング（例えば、保守管理や製品利用状態の把握を開始するタイミング）で、生成した
りすることができる。
【００５５】
　次に、本実施形態の情報管理システムのトレース機能について説明する。トレース機能
は、トレーサビリティ制御部１２４によって遂行される。本実施形態では、分析制御部１
２３によって、各種分析機能を提供することができる。例えば、ある条件を満たす製品群
（母集団）を抽出したり、ある条件を満たす各製品を抽出したりするなどの機能を遂行す
ることができる。ここでは、分析制御部１２３によって実現されるトレーサビリティ機能
について説明する。
【００５６】
　図１１は、本実施形態の「使われ方」に対する「作られ方」のトレース機能を説明する
ための図である。本実施形態では、各製造プロセスが、「事実とそのときの状態、状況」
を示す実績レコードに整理されて、「作られ方」のデータモデルに蓄積されている。製造
レシピ実績データを一例に説明すると、図７の例において、設備１でＣＰＵの実装の際に
、流量△△の半田塗布が行われていることを把握できる。そして、実測値から得られる流
量△△に関するセンサ値群は、センサ値ＤＢ１３９に記憶されている。一方で、「使われ
方」のデータモデルとして、運転状況履歴及びメンテナンス履歴が保守管理データモデル
に蓄積されている。
【００５７】
　「使われ方」の観点で、ＣＰＵに不具合が発生したと仮定する。このとき、製造シリア
ルＩＤ「１２３４５」をキーに製造実績モデルを検索すれば（Ｓ２１）、各製造プロセス
での「作られ方」を把握することができる。このとき、製造シリアルＢＯＭを参照するこ
とで、同じ構成品品番のＣＰＵを使用している同じ製品を検索することができるが、「事
実とそのときの状態、状況」で同じような不具合が発生しそうな予備軍を抽出することは
できない。つまり、図１１に示すように、従来は、製造シリアルＩＤ「Ｆ２３４５」のデ
スクトップＰＣでもＣＰＵに不具合が発生していても、同じ製品を検索することができる



(11) JP 6921904 B2 2021.8.18

10

20

30

40

50

が（Ｓ２２）、製造シリアルＩＤ「１２３４５」との関連性を把握することが難しい。
【００５８】
　そこで、トレーサビリティ制御部１２４は、同じ不具合が発生した製造シリアルＩＤ「
１２３４５」と製造シリアルＩＤ「Ｆ２３４５」の基板組立工程におけるＣＰＵ実装時の
半田流量のセンサ値分布を参照し、両者が同じセンサ値分布であれば、同じ不具合に対し
て共通因子「ＣＰＵ実装半田流量」を把握することができる。
【００５９】
　そして、不具合に対する共通因子「ＣＰＵ実装半田流量」のセンサ値分布を用いて、他
のタブレットＰＣの製造レシピ実績データを参照し、センサ値ＤＢ１３９の時系列に連続
したセンサ値群とパターンマッチングを行い、同じ「作られ方」の製品の予備軍（不具合
は発生していないものの、不具合が発生する可能性がある製品、製造シリアルＩＤ「Ｇ２
３４５」）を抽出する（Ｓ２３）。
【００６０】
　このように本実施形態のトレース機能は、各製造プロセスが、「事実とそのときの状態
、状況」を示す実績レコードに整理されて、「作られ方」のデータモデルに蓄積されてい
るので、「作られ方」の類似性に基づいて、異種の製品に跨って同じ「作られ方」の製品
を不具合の予備軍として抽出することができる。
【００６１】
　図１２は、本実施形態の「使われ方」と「作られ方」を組み合わせたトレース機能を説
明するための図である。図１１の例では、「使われ方」の視点として、不具合の発生を事
実としてトレースしたが、図１２の例では、「使われ方」の類似性と、「作られ方」の類
似性とを用いて、不具合が発生していないものの、不具合が発生する可能性がある製品を
抽出する態様を示している。
【００６２】
　図９に示すように、保守管理モデルには、製品の運転状況履歴が蓄積されているととも
に、運転状況を監視するセンサ情報も時系列に蓄積されている。そこで、トレーサビリテ
ィ制御部１２４は、不具合が発生した製造シリアルＩＤ「１２３４５」と製造シリアルＩ
Ｄ「Ｓ１２３４」の「使われ方」に関する情報の温度センサ値分布を参照し、両者が同じ
センサ値分布であれば、同じ不具合に対して共通因子「温度変化が大きい」を把握するこ
とができる（Ｓ３１）。このときも、不具合に対する共通因子「温度変化が大きい」のセ
ンサ値分布を用いて、他のサーバの「使われ方」を参照し、紐付くセンサ値群とパターン
マッチングを行い、製造シリアルＩＤ「Ｓ１２３４」の製品を特定することができる。
【００６３】
　さらに、不具合が発生した製造シリアルＩＤ「１２３４５」の基板組立工程におけるＣ
ＰＵ実装時の半田流量のセンサ値分布を参照し（Ｓ３２）、製造シリアルＩＤ「Ｓ１２３
４」のセンサ値群とパターンマッチングを行い（Ｓ３３）、両者が同じセンサ値分布であ
れば、同じ不具合に対して共通因子「ＣＰＵ実装半田流量」を把握することができる。
【００６４】
　「作られ方」に対する共通因子と共に、「使われ方」の共通因子を発見した場合（Ｓ３
４）、トレーサビリティ制御部１２４は、不具合は発生していないものの、不具合が発生
する可能性がある製品として、製造シリアルＩＤ「Ｓ１２３４」の製品を抽出することが
できる（Ｓ３５）。
【００６５】
　このように本実施形態のトレース機能は、データモデルに蓄積されている「事実とその
ときの状態、状況」を示す実績レコードとセンサ値群に基づいて、「作られ方」の類似性
及び／又は「使われ方」をキーに、異種の製品に跨って不具合が発生しそうな予備軍を抽
出することができる。
【００６６】
　図１３は、本実施形態の「使われ方」に関する分析機能を説明するための図である。図
１１及び図１２の例では、保守管理モデルに蓄積された「使われ方」に基づくトレーサビ
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リティ機能であるが、図１３の例は、製品利用モデルに蓄積された「使われ方」に基づく
トレーサビリティ機能である。
【００６７】
　上述のように、製品利用モデルは、所定のフィールドサービス又は監視システムから取
得される製品の使われ方に関連する、図９に示すような製品利用実績データが蓄積される
。製品利用実績データは、保守管理データとは異なり、主に、時系列に検出された製品の
動作イベントやアラート履歴やセンサ値である。
【００６８】
　本実施形態のトレーサビリティ制御部１２４は、製品利用実績データを用いて、アラー
ト履歴に対するイベント履歴の時系列パターンを事象パターンとして抽出し、事象パター
ンに基づいて他の製造シリアルＩＤの製品利用実績データとパターンマッチングを行い、
所定の類似性を有する他の製造シリアルＩＤを有する製品を抽出する。
【００６９】
　具体的には、図１３に示すように、製品のイベント履歴やアラート履歴に基づく「使わ
れ方」の観点で、「温度超過」に対するＨＤＤの警告が発生したと仮定する。このとき、
トレーサビリティ制御部１２４は、アラート「ＨＤＤ警告・温度超過」に対してその前後
のイベント履歴を参照し、アラート「ＨＤＤ警告・温度超過」に関連する事象パターンを
推定（特定）することができる。図１３の例では、ＨＤＤ冷却ファン作動⇒スリープモー
ドへ移行⇒ノーマルモードへ移行のイベント履歴の時系列パターンを、アラート「ＨＤＤ
警告・温度超過」に関連する事象パターンとして抽出している（Ｓ４１）。なお、事象パ
ターンの抽出は、例えば、同じアラート「ＨＤＤ警告・温度超過」が発生した複数の製品
を対象に、最適な事象パターンを抽出することができ、既知の手法を適宜適用することが
できる。
【００７０】
　トレーサビリティ制御部１２４は、ステップＳ４１で抽出した事象パターンを用いて、
アラート「ＨＤＤ警告・温度超過」が発生していない他の製造シリアルＩＤのイベント履
歴（製品利用実績データ）を参照して、パターンマッチングを行う（Ｓ４２）。パターン
マッチングの結果、同じ事象パターンが含まれている場合（Ｓ４３）、すなわち、同じ「
使われ方」の共通因子を発見した場合、トレーサビリティ制御部１２４は、不具合は発生
していないものの、不具合が発生する可能性がある製品として、製造シリアルＩＤ「Ｓ１
２３４」の製品を抽出することができる（Ｓ４４）。
【００７１】
　このように本実施形態では、保守管理モデルに蓄積される故障履歴や交換履歴などのス
ポット情報だけでなく、日々の製品の利用状態の観点で、同じ製品又は異種の製品に跨っ
て同じ「使われ方」の製品を不具合の予備軍として抽出することができる。なお、図１３
の例に示したトレーサビリティ機能は、図１２に示した「作られ方」と連動させた態様に
も適用することができる。例えば、アラート「ＨＤＤ警告・温度超過」に対して「作られ
方」の共通因子を抽出し、「作られ方」と「使われ方」の双方に共通因子を発見した場合
（不具合は発生していないものの、不具合が発生する可能性がある製品として、他の製造
シリアルＩＤの製品を抽出することもできる。
【００７２】
　以上、実施形態の情報管理システムについて説明したが、上述した情報管理システムは
、製品ライフサイクル全体に対し、製品プロセスを中心として、下流側のフィールド・製
品利用プロセスとの連携している。一方で、図１３に示したように、フィールド・製造利
用エリアに対し、「使われ方」の事実とそのときの状態、状況を現時点から過去にさかの
ぼって写像的に生成するためのデータ構造定義に基づいて、データソースから収集される
情報を整理し、各データモデルに蓄積するシステムとして構成することもできる。
【００７３】
　このため、上述した情報管理システムは、市場における製品のフィールド・製品利用プ
ロセスで発生する製品の使われ方を管理する情報管理システムとして構成することができ
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る。つまり、所定のフィールドサービスシステム又は／及び製品の監視システムなどの所
定のシステムや製品自体から取得される製品の使われ方に関する情報に基づいて生成され
、フィールド・製品利用プロセスの実績データ（保守管理データ、製品利用実績データ）
を蓄積する領域であるデータモデル（保守管理モデル、製品利用モデル）を記憶する記憶
部と、フィールド・製品利用プロセスに関連するデータソースから実績データを構成する
各種データを収集する情報収集部と、実績データを該当するデータモデルに格納するフィ
ールド・製品利用管理部と、を含むように構成することができる。フィールド・製品利用
管理部は、製造管理部１２１に相当する。そして、フィールド・製品利用管理部は、フィ
ールド・製品利用プロセスにおける実績の事実とそのときの状態に対応付けて各種データ
を整理するためのデータ構造定義テンプレートに従い、各種データを用いて実績データを
生成するとともに、データ構造定義テンプレートを用いて整理された実績データの時間変
動を記録するように該当するデータモデルに前記実績データを格納するように構成するこ
とができる。
【００７４】
　このように、市場における製品のフィールド・製品利用プロセスで発生する製品の使わ
れ方を管理する情報管理システムとして実現し、フィールド・製造利用エリアの「使われ
方」の観点に着目した、情報の蓄積と同時に「事実とそのときの状態、状況」を把握する
ことができる。
【００７５】
　また、本実施形態の情報管理システムは、複数の情報管理装置１００が相互に接続し、
各情報管理装置１００で個別に管理される実績モデルをリンクさせるように構成すること
もできる。図１４は、複数の情報管理装置１００で個別に管理される実績モデルをリンク
させたシステム構成例を説明するための図である。
【００７６】
　図１４の例において、図１の製造プロセスに属する製造メーカーと部品メーカーとがリ
ンクし、かつフィールド・製品利用プロセスに属する修理工場及び製品販売会社とがリン
クし、さらに、製造プロセス側とフィールド・製品利用プロセス側とでリンクしている。
【００７７】
　図１５は、図１４に示した部品メーカーの実績データ管理（構成品の製造・稼働実績デ
ータ、製造レシピ実績データ及び製造品質検査データ）の一例を示す図である。つまり、
上述したように、製造メーカーが製品を製造する際の構成品は、部品メーカーから調達す
ることもできる。この場合、構成品の製造管理は、部品メーカー側で行われ、部品メーカ
ー側においても本実施形態の情報管理装置１００（１００Ｂ）を導入することで、データ
モデルによる情報の蓄積と、「事実とそのときの状態、状況」を把握することが可能とな
る。なお、部品メーカー側は、製造メーカー側の情報管理システム１００（１００Ａ）と
は独立しているが、調達実績データや製造シリアルＢＯＭによって相互にリンクすること
ができる。
【００７８】
　部品メーカーは、製造メーカーと同様に、構成品の製造計画を立案し、実際の製造実績
や設備機器の稼働実績が蓄積される。図１５に示した実績データ（データモデル）以外に
も、設備管理モデルや構成品を構成する部品の調達実績モデルに関する実績データも蓄積
することができる。
【００７９】
　図１５の例では、構成品の製造・稼働実績データに示す「対象物」が、設備Ａによって
（主体物）、計画通りに２０１６年８月２０日１０：００に製造品番（Ｄ―００１）、シ
リアルＩＤ（３１２３５）のマザーボードを製造し、構成品品番（Ｄ１－００１）、シリ
アルＩＤ（３３１２３４）のコンデンサチップと、構成品品番（Ｄ２―００１）、シリア
ルＩＤ（３３１２３５）のＣＰＵソケットと、構成品品番（Ｄ３―００１）、シリアルＩ
Ｄ（３３１２３６）のメモリソケットの各部品実装が完了した情報が保存される。この場
合においても、上述した「６Ｗ１Ｈ」に基づくデータ構造定義によるデータ整理及び蓄積
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が行われる。
【００８０】
　また、構成品の製造・稼働実績データの対象物それぞれの詳細な実績は、製造レシピ実
績データに格納され、上述した製造メーカー側と同様に、製造・稼働実績データの対象物
である構成品品番（Ｄ１－００１）、シリアルＩＤ（３３１２３４）のコンデンサチップ
は、２０１６年８月２０日１０：００（時間）に温度〇〇でリフローされて（状況）、製
造品番（Ｄ―００１）、シリアルＩＤ（３１２３５）のマザーボードに対して実装された
実績が格納される。この場合においても同様に、製造レシピ実績データの「状況」には、
リアルタイムに検出されるセンサ値が蓄積される。
【００８１】
　また、構成品の製造・稼働実績データは、検査設備Ａによる検査プロセスも含んでおり
、図１５の製造品質検査データにおいて、製造・稼働実績データの対象物である製造品番
（Ｄ－００１）、シリアルＩＤ（３１２３５）に対して実装された構成品品番（Ｄ１－０
０１）、シリアルＩＤ（３３１２３４）のコンデンサチップのマザーボードへの実装検査
が２０１６年８月２０日１５：００に実施され、その結果、実装確認に問題無しの実績（
状況）に格納される。同様にＣＰＵソケット、メモリソケットの各取り付けについても実
績が格納される。
【００８２】
　そして、このような製造・稼働実績データの蓄積により、部品メーカーの情報管理装置
１００Ｂは、図５に示したような構成品毎の製造シリアルＢＯＭ（Ｂｉｌｌ　ｏｆ　ｍａ
ｔｅｒｉａｌｓ）を生成することができる。構成品のシリアルＢＯＭの階層最上位のマザ
ーボードのシリアルＩＤは、このマザーボードを組み込んで製造されるノートＰＣの構成
品の製造シリアルＢＯＭとリンクすることができる。
【００８３】
　このように、ものづくり情報プラットフォーム上に位置する製造メーカーや部品メーカ
ー毎に個別の情報管理装置１００Ａ，１００Ｂによる独立したデータモデル管理を行いつ
つ、相互に実績データをリンクさせて、製品のみならず、製品を構成する構成品の製造の
事実とそのときの状態、状況を現時点から過去にさかのぼって写像的に把握することが可
能となる。
【００８４】
　また、図１４の例において、フィールド・製品利用プロセスに属する修理工場及び製品
販売会社にも、それぞれ情報管理装置１００Ｃ、１００Ｄを設置することができ、情報管
理装置１００Ｃは、例えば、図９に示したメンテナンス履歴のような修理履歴を蓄積する
データモデルが用意され、修理予定（修理依頼に対する計画）や修理実績が、データ構造
定義テンプレートに基づいて整理されて、時系列に各データモデルに蓄積される。
【００８５】
　また、情報管理装置１００Ｄは、例えば、製品の販売実績や図１０に示した運転状況履
歴のようなアフターケアを蓄積するデータモデルが用意され、製品の販売計画や販売実績
、修理依頼の計画やその実績が、上述したデータ構造定義テンプレートに基づいて整理さ
れて、時系列に各データモデルに蓄積される。
【００８６】
　なお、図１５の例では、情報管理装置１００Ｃ、１００Ｄは、販売された製品とその修
理に関する実績データを管理しており、製品販売会社に依頼があった製品を修理工場が修
理する関係にあるので、製品のシリアルＩＤで相互にリンクすることができる。
【００８７】
　また、情報管理装置１００Ｃ、１００Ｄは、製品のシリアルＩＤによってさらに、製造
メーカー側の情報管理装置１００Ａとリンクすることができる。つまり、部品メーカーを
除く各情報管理装置１００Ａ，１００Ｃ，１００Ｄの分散型のリンク態様は、上述した１
つの情報管理装置１００が提供する製造プロセス及びフィールド・製品利用プロセスでの
各データモデルを用いた情報管理に相当する。
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【００８８】
　なお、本実施形態では、製品として「ノートＰＣ」などのコンピュータ装置を一例に、
ものづくり情報プラットフォームについて説明したが、例えば、自動車などの製造プロセ
ス及びフィールド・製品利用プロセスを管理する情報管理システムとして適用することも
可能である。この場合においても、製品である自動車に対し、自動車を構成する部品のサ
プライヤー、ディーラー、修理工場などを１つの情報管理装置１００又は複数の情報管理
装置１００を用いて相互にリンクさせて、情報管理を行うことができる。
【００８９】
（変形例）
　上記実施形態では、データソースから収集される各種情報の蓄積領域である３つのデー
タモデルに蓄積する情報を、「主体物（Who）」、「対象物（Whome）」、「事象（What）
」、「時間（When）」、「場所（Where）」、「状況（How）」（５Ｗ１Ｈ）から構成され
るデータ構造定義を用いて抽出（選別）し、各データモデルに構造化して蓄積する仕組み
について説明したが、これら蓄積された情報を、所定の品質管理ルール、例えば、「４Ｍ
」、「５Ｍ」、「５Ｍ１Ｅ」、「６Ｍ」と呼ばれる製造工程の工程特性要因の観点と紐付
けることができる。５Ｗ１Ｈから構成される計画データとそれに対する実績値を用いて、
製造工程の工程特性要因の観点、例えば設備から見た製造工程の状況分析、製造工程にお
ける人(Man)の関わり方など、製造工程における品質の観点からの分析が可能となる。
【００９０】
　続いて、製造工程の工程特性要因について説明する。
　管理対象により異なるが、「４Ｍ」は機械加工の現場においては、人（Man）、機械（M
achine）、材料（Material）、方法（Method）、また事故や災害の原因分析や対策検討に
おいては、人(Man)、機械(Machine)、媒体・環境(Media)、管理（Management）の４要素
を有する。「５Ｍ」は、工場の品質管理分類に用いられ、作業者（Man）、機械・設備（M
achine）、原料・材料（Material）、作業方法（Method）、測定（Measurement）の５要
素を有する。更に環境によって製造工程が安定しない場合があり、「５Ｍ」に環境（Envi
ronment）が加わった「５Ｍ１Ｅ」、や「５Ｍ」に、全体プロセスをコントロールするた
めのマネジメント（Management）が加わった「６Ｍ」により品質管理がなされる。
【００９１】
　作業者（Man）は、例えば、作業者の能力によって不良品の発生率が異なる場合があり
、作業者の作業履歴や、変更履歴（担当者Ａから担当者Ｂに交代した履歴）をもとに品質
管理することが可能である。本実施形態では、図６に示す調達実績データが工程特性要因
の人（Man）と紐付けられる。すなわち、製造・稼働実績データの対象物である構成品品
番（Ｄ－００１）、シリアルＩＤ（３１２３４～）のマザーボードを（対象物）、２０１
６年８月２５日１０：００に、調達担当者Ａ（担当者シリアルＩＤ５５５５）が、Ａ社か
ら購入した実績が格納されており、調達担当者Ａによる作業により、Ａ社から購入した構
成品が、Ａ社のＢ工場で製造されたものであることを把握することができる。
【００９２】
　また、図８に示す設備メンテナンス履歴が工程特性要因の人（Man）と紐付けられる。
すなわち、図８に示すように、どの作業者（Ａさん）が、どの設備機器（設備１）に対し
て、どのようなメンテナンス（部品交換や修理など）をいつ行ったのか、そのメンテナン
スで交換した部品の履歴（シリアルＩＤ）が格納されており、作業者Ａによる設備メンテ
ナンス内容を把握することができる。
【００９３】
　機械・設備（Machine）は、例えば、機械・設備によって製品の品質特性が違う場合が
あったり、機械・設備の入れ替えや調整などのメンテナンスを行うことで品質特定が違う
場合があったりする。そのため、機械・設備を使用した製造工程の実績や、変更履歴（メ
ンテナンス履歴）をもとに品質管理することが可能である。本実施形態では、図６に示す
製造・稼働実績データ、製造レシピ実績データ、製造品質検査データ、図８に示す設備ア
ラート履歴、設備メンテナンス履歴の各データが工程特性要因の機械・設備（Machine）
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と紐付けられる。すなわち、図６に示す製造・稼働実績データは、２０１６年９月２日１
０：３０に、基盤組立工程の基板組立第一ライン第三ステーションに設置されている設備
１で、構成品品番（Ｄ－００１）シリアルＩＤ（３１２３５）のマザーボードを製造し、
構成品品番（Ｅ－００１）シリアルＩＤ（４１２３４）のＣＰＵ実装と、構成品品番（Ｆ
－００１）シリアルＩＤ（４１２３５）のメモリ実装による基盤組立実績が格納されてお
り、設備１における製造・稼働実績を把握することができる。製造レシピ実績データ、製
造品質検査データ、図８に示す設備アラート履歴、設備メンテナンス履歴についても同様
、工程特性要因の機械・設備（Machine）と紐付けられることにより、いつどの設備で何
が行われたかについて把握することができる。
【００９４】
　原料・材料（Material）は、例えば、同じ原材料でも購入先や銘柄によって製品収率が
異なる場合がある。そのため、原料・材料の変更履歴（調達先の変更や原材料の変化など
の履歴）を基に品質管理することが可能である。本実施形態では、図６に示す調達実績デ
ータが工程特性要因の原料・材料（Material）と紐付けられる。すなわち、製造・稼働実
績データの対象物（原料・材料）である構成品品番（Ｄ－００１）、シリアルＩＤ（３１
２３４～）のマザーボードを、２０１６年８月２５日１０：００に、調達担当者Ａ（担当
者シリアルＩＤ５５５５）が、Ａ社から購入した実績が格納されており、調達担当者Ａに
より、Ａ社から購入した構成品（原料・材料）が、Ａ社のＢ工場で製造されたものである
ことを把握することができる。
【００９５】
　作業方法（Method）は、例えば、作業方法が変わると作業効率が違ったり、複数の作業
方法の手順が変わると作業効率が違ったりする。そのため、作業方法の変更履歴（手順や
作業内容の変化）をもとに品質管理することが可能である。本実施形態では、図６に示す
製造レシピ実績データが工程特性要因の作業方法（（Method）と紐付けられる。すなわち
、製造レシピ実績データは、製造・稼働実績データの対象物である構成品品番（ＥＤ－０
０１）、シリアルＩＤ（４１２３４）のＣＰＵが、２０１６年９月２日１０：３０（時間
）に流量△△で半田が塗布されてマザーボードに半田付けされて（状況）、構成品品番（
Ｄ－００１）、シリアルＩＤ（３１２３５）のマザーボードに対して実装された実績が格
納されており、どのような作業方法（条件）で製造されたのかを把握することができる。
【００９６】
　測定（Measurement）は、例えば、測定者、測定機器、測定方法などによって測定値が
異なったり、安定しなかったりする場合がある。そのため、測定の変更履歴（測定者、測
定機器、測定方法の変更）をもとに品質管理することが可能である。本実施形態では、図
６に示す製造品質検査データが工程特性要因の測定（Measurement）と紐付けられる。す
なわち、製造品質検査データは、製造・稼働実績データの対象物である製造品番（Ｄ－０
０１）、シリアルＩＤ（３１２３５）に対して実装される構成品品番（Ｅ－００１）、シ
リアルＩＤ（４１２３４）のＣＰＵのマザーボードへの実装検査が２０１６年９月２日１
１：００に実施され、その結果、実装確認（電源確認）に問題無しの実績（状況）が格納
されており、何に対してどのような確認（測定方法）を行ったかを把握することができる
。
【００９７】
　環境（Environment）は、例えば、温度、湿度、季節、時間、振動、音、光などが変化
すると、製造の工程（検査工程を含む）が安定しなかったりする場合がある。そのため、
環境の変更履歴（製造の各工程の環境変化）をもとに品質管理することが可能である。本
実施形態では、図７に示すセンサ値ＤＢに蓄積された湿度センサ値などが工程特性要因の
環境（Environment）と紐付けられる。
【００９８】
　このように、データソースから収集される各種情報の蓄積領域である３つのデータモデ
ルに蓄積された５Ｗ１Ｈの観点で構造化された情報を、分析の視点と紐付けることにより
、様々な観点からの分析をすることができる。上記では分析の視点を製造工程の工程特性
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要因として説明したがこれに限らず、他の視点での分析も可能である。
【００９９】
　上述の通り、「５Ｗ１Ｈ」などから構成されるデータ構造定義を用いて抽出（選別）し
、各データモデルに構造化して蓄積された情報に対して、所定の品質管理ルール（「４Ｍ
」、「５Ｍ」、「５Ｍ１Ｅ」、「６Ｍ」と呼ばれる製造工程の工程特性要因）の観点によ
り対応付けた紐付き情報に基づいて、品質管理ルール（工程特性要因（５Ｍ１Ｅなど））
に対応するデータ構造定義を作成することもできる。その場合、品質管理ルールで構成さ
れるデータ構造定義は、分析用のデータ構造定義（テンプレートしても良い）として利用
することができる。
【０１００】
　また、上述の情報管理装置１００を構成する各機能は、プログラムによって実現可能で
あり、各機能を実現するために予め用意されたコンピュータプログラムが補助記憶装置に
格納され、ＣＰＵ等の制御部が補助記憶装置に格納されたプログラムを主記憶装置に読み
出し、主記憶装置に読み出された該プログラムを制御部が実行することで、各部の機能を
動作させることができる。
【０１０１】
　また、上記プログラムは、コンピュータ読取可能な記録媒体に記録された状態で、コン
ピュータに提供することも可能である。コンピュータ読取可能な記録媒体としては、ＣＤ
－ＲＯＭ等の光ディスク、ＤＶＤ－ＲＯＭ等の相変化型光ディスク、ＭＯ（Magnet Optic
al）やＭＤ(Mini Disk)などの光磁気ディスク、フロッピー（登録商標）ディスクやリム
ーバブルハードディスクなどの磁気ディスク、コンパクトフラッシュ（登録商標）、スマ
ートメディア、SDメモリカード、メモリスティック等のメモリカードが挙げられる。また
、本発明の目的のために特別に設計されて構成された集積回路（ICチップ等）等のハード
ウェア装置も記録媒体として含まれる。
【０１０２】
　なお、本発明の実施形態を説明したが、当該実施形態は、例として提示したものであり
、発明の範囲を限定することは意図していない。この新規な実施形態は、その他の様々な
形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の省略、置き
換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や要旨に含ま
れるとともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる。
【符号の説明】
【０１０３】
１００　情報管理装置
１１０　通信装置
１２０　制御装置
１２１　製造管理部
１２２　情報収集部
１２３　分析制御部
１２４　トレーサビリティ制御部
１３０　記憶装置
１３１　製造・稼働モデルＤＢ
１３２　製造シリアルＢＯＭ
１３３　製造レシピモデルＤＢ
１３４　製造品質検査モデルＤＢ
１３５　調達実績モデルＤＢ
１３６　設備管理モデルＤＢ
１３７　保守管理モデルＤＢ
１３８　製品利用モデルＤＢ
１３９　センサ値ＤＢ
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